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4  平成１9年度2月補正予算主要項目

公共交通対策推進費　　
（バス運行対策）

123,961

(123,961)

　地域住民の移動手段を確保するため、生活路線を運行する乗合
バス事業者に対して助成する。

　　バス運行対策費補助金　　　　　　　　　　　 123,961千円

　　　(1) 生活交通路線維持費補助金　　　　　　 103,461千円
　　　　　　補助先：土佐電気鉄道(株)ほか
　　　　　　補助率：県1/2、国1/2（経常費用の9/20以内）
　　　　　　補助対象：経常費用と経常収益の差額
　　　(2) 車両購入費補助金　　　　　　　　 　　 20,500千円
　　　　　　補助先：高知県交通(株)、高知西南交通（株）
　　　　　　補助率：県1/2、国1/2
　　　　　　補助対象：主に生活交通路線を運行する車両の購入
　　　　　　　　　　　経費

政策企画部
交通政策課

統計整備普及費　　　　
（不当利得返還請求訴訟
和解金）

145,462

(145,462)

　国から提起されていた統計調査事務地方公共団体委託費の返還
を求める訴訟について、高知地方裁判所からの和解勧告を受け入
れる。

　　和解勧告の内容

　　　対象：平成8～12年度
　　　人数：26人
　　　金額：145,461,080円

政策企画部
統計課

免許検定事務費 13,570

　平成21年度から始まる教員免許更新制に対応するため、全国規
模でネットワーク化された原簿情報を登録した「教員免許管理シ
ステム」を開発し、導入する。

(新)(1) 教員免許管理システムの開発経費負担金    13,000千円
 
(新)(2) 教員免許管理システムデータ入力委託料　　 1,750千円

    (3) 事務費　　　　　　　　　　　　　　　　△1，180千円

教育委員会
教育政策課

公立小中学校耐震化促進
事業費

100,967

(185,967)

　公立小中学校の建物の耐震化を促進するため、耐震補強等の工
事に必要な経費に対して助成する。

　　公立小中学校耐震化促進事業費補助金　　　　 100,967千円
　
　　　補 助 先：高知市立新堀小学校外9校（16棟）
　　　補助対象及び補助率：
　　　　　　　　①耐震補強等工事にかかる経費（1/6以内）　
　　　　　　　　②耐震設計に係る経費（1/2以内）

教育委員会
総務福利課

一般公共事業等　　　　
（国の補正予算対応）

2,119,208

(4,583)

　　(1)一般公共事業費　　　　　　　　　　　　1,710,000千円

　　　   　　河川　　　　130,000千円
　　     　　道路　　　　700,000千円
　　     都市計画  　　　200,000千円
　　     　　港湾　  　　650,000千円
　　     　　海岸　   　　30,000千円

    (2)国直轄事業負担金　　　　　              409,208千円

　　     　　河川　   　　60,001千円
　　     　　砂防　   　　40,040千円
　　     　　道路　  　　215,417千円
　　     　　港湾　   　　93,750千円

土木部
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